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次回までに、（討論資料） 

公共施設等総合管理計画の策定をめぐる国会論議（平成 26 年 5 月 13 日、参議院・総務委

員会議事録抜粋） 

（本資料の最後に掲載）を読んで、研究しておくこと。 



１ 「選択と集中」と大都市圏域の重要性 

 

「  山下祐介は、「増田レポート」（上記創成会議の提言）は「人口減少」や「自治体消滅」

を突きつけ、人々の認識を揺るがせつつ、「安倍政権でさえ越えるのを躊躇している変革

のハンドルをさらに一歩大きく踏み出させ、改革ラインをもはや引くに引けないものへ

と推し進めようとする画策のように見えなくはない」（P.111）と批判している（山下祐

介『地方消滅の罠――「増田レポート」と人口減少社会の正体』（ちくま新書））。 

 確かに、いたずらに危機感をあおるだけでは、問題の解決にならないばかりか、かえ

って事態を悪化させる点のあることは指摘の通りであり、冷静かつ科学的・客観的な状

況の分析と政策の樹立が必要である。 

しかし、かといって、山下が指摘するように「なくなってよい地域などない。残ると

いうところはすべて残す」（同書 P.190）というスローガンを漫然と唱えるだけでは同書

が批判する「地方が自滅していくのを黙って眺めるだけのもの」になりかねないのでは

なかろうか。「増田レポートの人口ダム論には、（人口の）回帰をとらえる視角がない」

ことは事実だとしても、それでは、回帰に期待し、これを促進するだけで問題の解決策

になるのか、ということも冷静に考えていく必要があろう。 

この点、政府の今回の地方創生総合戦略も、総花的であり、上述の人口目標の下で、

すべての地域を創生させようとしているようであるが、経済のグローバル化により地域

間競争が激化する中、競争力強化とイノベーションの推進という観点から、地域圏の中

心都市が地域発展の牽引車としてその役割を果たしていく機能の重要性が指摘されてい

ることを忘れるべきではない（拙著「ドイツにおける大都市制度改革の現状と課題－都

市州（ベルリン・ ハンブルク・ブレーメン）と中心都市・周辺地域問題－」（自治体国

際化協会・比較地方自治研究会））。 

第 30 次地方制度調査会の答申でも、地方中枢拠点都市を中心とする広域連携を進め、

我が国の経済をけん引する役割を力強く果たしていくことが求められていると指摘され、

総務省も答申を踏まえ「地方中枢拠点都市」構想を推進している（第４章「地方中枢拠

点都市と定住自立圏構想」） 

創成会議の「元気戦略」では、「選択と集中」の考え方を徹底して、人口減少という現

実に即して最も有効な対象に投資と施策を集中することが必要であるとするのに対して、

政府の地方創生総合戦略では、上述のように、総花的に、すべての地域が人口を維持す

べきと考えているようであり、その点、認識がまだまだ甘いといえよう。     」 

 

【出典：片木編著『地方行政キーワード』「地方中枢拠点都市と定住自立圏構想」（ぎ

ょうせい）】 
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２ 「連携中枢都市圏」 

2.1 「連携中枢都市圏」の経緯 

 

 
【出典：総務省 HP「連携中枢都市圏構想の推進」（平成 27 年 3 月 19 日、総務省自治行政局市町村課）】 
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2.2 総務省の連携中枢都市圏構想と定住自立圏構想 

 
 

【出典：総務省 HP「連携中枢都市圏構想の推進」（平成 27 年 3 月 19 日、総務省自治行政局市町村課）】 
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2.3 総務省 連携中枢都市圏の取組の推進 

 
【出典：総務省 HP「政策 > 地方行財政 > 地方自治制度 > 連携中枢都市圏構想」「連携中枢都市圏の取組の推進」】 
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2.4 連携中枢都市圏の形成の動き（平成 29年 3月 31日現在） 
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【出典：総務省 HP「政策 > 地方行財政 > 地方自治制度 > 連携中枢都市圏構想」「連携中枢都市圏の形成の動き 一覧表」】 
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2.5 播磨圏域連携中枢都市圏の取組 

 

 
【出典：総務省 HP「政策 > 地方行財政 > 地方自治制度 > 連携中枢都市圏構想」「○連携中枢都市圏の主な取組事例」より抜粋】 
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2.6 高梁川流域連携中枢都市圏の取組 

 
【出典：同上】 
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３ 「定住自立圏構想」 

3.1 「定住自立圏構想」の推進 

 
  【出典：総務省 HP「政策 > 地方行財政 > 地域力の創造・地方の再生 > 定住自立圏構想」「定住自立圏構想の概要（PDF)」】 
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3.2 定住自立圏構想の取組状況（平成 29年 10月 5日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※【】は中核市 

※〈〉は中核市要件

を満たす市（指定都

市・中核市を除く） 

※網掛けは宣言連携

中枢都市 

 

 

 

  【出典：総務省 HP「政策 > 地方行財政 > 地域力の創造・地方の再生 > 定住自立圏構想」「全国の定住自立圏構想の取組状況 

（平成 29 年 10 月 5 日）」】 
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3.3 定住自立圏取組事例（１ 北海道 南北海道定住自立圏） 
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  【出典：総務省 HP「政策 > 地方行財政 > 地域力の創造・地方の再生 > 定住自立圏

構想」「定住自立圏取組事例集」より抜粋】 
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４ ドイツの各州とメトロポール・レギオン 

4.1  圏域図 

 

 

 
 

 

【出典：ハンブルク HP、Dr. Rolf-Barnim Foth「Hamburg Metropolitan Regeons」]】 
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4.2  各圏域の概要 

 

 
 

【出典：拙著「ハンブルク市の大都市政策と都市内分権」（日本都市センターブックレット

『欧米諸国にみる大都市制度』（日本都市センター、2013 年３月）第４章） 
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（次回討論資料） 

公共施設等総合管理計画の策定をめぐる国会論議（平成 26 年 5 月 13 日、

参議院・総務委員会議事録抜粋） 

 

○若松謙維君 公明党の若松謙維でございます。 

 今日は一般質疑でございますが、私は、この人口減少時代の自治体経営改革という観点

から幾つか質問をさせていただきます。 

 もう誰もが認める少子高齢化が進行して、人口減少時代が迎えております。そして、い

わゆる行政の歳出項目でありますが、いろんな言い方ありますが、義務的経費、私は会計

士なので、固定費と変動費という、こういう呼び方があります、これは行政も同じだと思

います。特に義務的経費というのは、いわゆる固定費、これから人口減少ですので、やは

り固定費は増やせないと。かつ、変動費は、恐らく高齢化に伴っていわゆる高齢者福祉費

等は増えると。じゃ、教育費はどうなっていくのかという、ちょっとこういった観点から

まず質問をさせていただきますが、この人口減少時代の今後、老人福祉費、そして教育費、

これはどういうふうに増減なっていくか、これについて推移をお答えください。 

 

○政府参考人（佐藤文俊君） 地方公共団体の普通会計の決算で比較をしてみました。平

成十四年度と直近データであります平成二十四年度の決算を比較してみますと、老人福祉

費は三・八兆円から五・七兆円へ一兆九千億円増加をしております。これは五一％の増加

になります。一方、教育費は、十七・六兆円から十六・一兆円へと、一兆五千億円、九％

減少をしております。 

 今後の推移は、制度改正などの影響がありますので正確には分かりませんけれども、現

行制度を前提としますと、老年人口がしばらく増加をしていきますので、これに伴って老

人福祉費は増加し、年少人口は減っていきますから、これに伴って教育費は減少していく

ということになろうかと思います。 

 

○若松謙維君 そこで、今、老人福祉費は増加、教育費は減少でありますが、その二つだ

けでも相殺しますと、いわゆるネットですか、としては、この少子高齢化でどうなるんで

しょうか。 

 

○政府参考人（佐藤文俊君） 今申し上げましたこの十年間の変化を比較いたしますと、

先ほど申しましたように、老人福祉費が一兆九千億円の増加、教育費が一兆五千億円の減

少ということですから、単純に足し合わせれば、全体としては歳出は増えているというこ

とになろうかと思います。 

 ただし、これには、単に人口の変化だけではなくて、制度改正などの影響も入っている

と思いますので、ずっとそういう傾向でいくのかどうかということについては何とも申し
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上げようがありません。 

 

○若松謙維君 ちょっとざっくりとした聞き方で申し訳ないんですが、先ほどの老人福祉

費、それと教育費、共にいわゆる変動費的な見方があると思うんですが、意外にこの老人

福祉費、増えると思うんですけれども、一人当たりのいわゆる経費となると教育費と比べ

てかなり少ないわけでありまして、今後、先ほど、増えるという傾向ではあるんですけれ

ども、じゃ、歳入はというと、今度は、これ人口減少もありますので、いわゆる所得税と

かそういった、消費税ももちろん税率が変わらなければ減っていくということで、じゃ、

全体的に歳入と歳出を踏まえて、今後財政は、いわゆる差額ですけれども、結局増えてい

くのか減っていくのか、いわゆる支出の方が多くなっていくのか、それとも結局人口減少

というのは支出も結果的に減っていくんだと、そこはどういう見込みでしょうか。 

 

○政府参考人（佐藤文俊君） 一般的に言えば、人口が小さくなれば歳出は小さくなる。

これは時系列的な比較でなくて水平的な比較をしても自明のことではありますので、総人

口が減っていくということになれば超長期的には歳出も小さくなっていくんだろう、そう

いう傾向にはあるんだろうと思います。 

 ただ、そのときに、おっしゃるようにしばらくは老年人口が増えますから、これに係る

経費は増えていく。一方で、若年人口が減ることによって教育費などが減っていくという

ことになって、その関係がどうであるか。あるいは、その上に制度改正などもあろうかと

思いますので、そういったものがどういうふうに影響するかということも考えなければな

らないので、ちょっと難しいお尋ねですのでこの程度のお答えしかできませんけれど、お

許しください。 

 

○若松謙維君 じゃ、いろんな質問しながら、最終的にそこが一番関心があるところです

ので、ちょっと一緒に考えていきたいと思います。 

 それでは、これは固定費なんでしょうかね。特に人口減少が進んで、一方、公共施設の

老朽化、これが進行するということでありますが、そうすると、地方公共団体の財政負担

軽減のために施設の維持管理費を、これを効率化すると、これはやらなければいけないも

のだと思います。 

 今後、人口動態があると思うんですけれども、この維持管理しなければいけない一方、

人口減少でもありますので、恐らくは既存の施設の選択と集中、いわゆる取捨選択ですね、

これも同時に進めていかなければいけないと思うんですけれども、この新しい支出、また

更新のための支出、これも、いずれにしても人口減少を抑えていくという、これがやっぱ

りもうやらなければいけない課題だと思うんです。具体的にはどんな取組しているのかど

うかについて伺います。 

 



18 

 

○副大臣（関口昌一君） 地方公共団体において、特に一九七〇年代は、都市化に伴って、

経済発展に伴って公共施設等が建設をされてまいりました。ちょうどこれら公共施設等が

大量に更新時期を今迎えて、老朽化対策が大きな問題となっております。一方、先生おっ

しゃるとおり、地方公共団体では大変厳しい財政状況、さらに人口の減少、少子化等によ

り、今後の公共施設等の利用需要が変化していくことが見込まれております。 

 そうした中で、地方公共団体においては、現状を踏まえて早急に公共施設等の全体の状

況を把握して、長期的な視点を持って公共施設等の管理を計画的に行うことによって、財

政負担の軽減、平準化や公共施設等の最適な配置の実現を図るように考えております。 

 そのため、総務省においては、地方公共団体が公共施設等の管理を長期的な視点を持っ

て計画的に行うため、公共施設等総合管理計画の策定を要請したところであります。 

 計画策定に要する経費に係る特別交付税措置、二十六年度から三年間、二分の一、特別

交付税措置ということであります。さらに、計画に基づく公共施設等の除却に係る地方債

の特例措置によって計画策定を支援してまいりたいと考えております。 

 御指摘いただきました、このような中、公共施設の管理計画の策定の中で、予防的修繕

等による公共施設等の長寿命化、ＰＰＰ、ＰＦＩの積極的な活用、さらに多目的の公共施

設等の合築、市区町村域を超えた広域的な検討をすることによって、御指摘の選択と集中

の観点も踏まえた検討によりまして公共施設等の更新費用等の抑制も進んでいくと考えて

おります。 

 

○若松謙維君 この公共施設等総合管理計画、これは非常に大事な作業でありますので、

今、公会計固定資産台帳ですか、固定資産台帳の、公会計も含めて今進んでおりますので、

これ是非やっていただきたいということなんですが。 

 ちょっと、済みません、質問通告していないんですけど、もし、イメージ的に分かる範

囲で。 

 私は実は東北、北海道中心に活動しているんですけど、いわゆる限界集落という言葉が

あります。そこの町に行きますと、数世帯が残っていると。特に冬場、大変、私、岩手の

二戸へ行ったときは、途中に舗装されていない道路を行くんです、その九世帯の方にお会

いするために。毎日、道路が変わるんですね。どういうことかというと、雪で、こっちが

川になったり、こっちが川になったりと、そういったところが実はいっぱいあるわけであ

ります。 

 こういったところに対して、先ほどの人口減少そして高齢化というときに、何というん

ですかね、大変お一人お一人の住環境を考慮しなくちゃいけないんですけれども、やはり、

いわゆるどちらかといったら、駅というか町というか、コンパクトシティーというのを実

際青森等もやっているんですけど、なかなか現実にはうまくいかないということでありま

すが、やっぱりこの人口減少、高齢社会においてはこういった特に限界集落的な方々に対

しての地域政策というのを、どうあるべきかという、何か検討というか一つの方向性とい
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うのが出されているんでしょうか。 

 

○国務大臣（新藤義孝君） ここは非常に重要な部分だと思います。 

 端的に言うならば、これまでの行政サービスの限界を超えるということだと思うんです

ね。ですから、今までと同じやり方でもし対処するならば、人を増やし、公共施設を整備

すると。しかし、その限界集落は全国至る所にむしろ増えていくわけでありまして、効率

性を求めるという観点からすればそれはコンパクトシティーという構想もございますけど、

全ての方々がそのようになるわけではないということになります。だから、私たちは、今

もう、少し考え方を変えた新しいステージが必要だと私は思っているんです。 

 一つには、ＩＣＴを活用した効率的な町づくり、そして公共施設の整備ができないかと

いうこと、さらには、いわゆる社会的課題を解決するような、コミュニティービジネスと

かソーシャルビジネスと言われている分野でありますけれども、行政とは違う、また奉仕

団体とも違う、そういう社会的課題を解決するための活動が、それが仕事として成り立つ

ような、そういう仕組みもつくらなければいけないと、このように思います。 

 それから、何よりも、そういった地域に人が住み続ける、また逆に、そういった住んで

いる方々を支援するための新しい人がそこに入っていくような、そういう仕組みも必要だ

と。これにおいては、地域活性化や地方分権の取組というものが、そこで効果を出すため

に我々もやらせていただいているわけでありまして、総合的な政策を取っていかなくては

いけなくて、それは今までと同じやり方、またその延長ではなくて、これを、今までのも

のを踏まえながら新しい仕組みというものを私たちはつくるべきではないかと、まあ、私

の私見がかなり入っておりますが、そういうことが重要だと思っております。 

 

（以下、省略） 

 

【出典：参議院 HP「国会会議録検索システム」による。】 


